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１ 対象とする地域 
 

 本地域医療再生計画においては、中勢伊賀保健医療圏を中心とした地域を対象地域

とする。 
 中勢伊賀保健医療圏は、県中央部に位置し、面積1,495.59平方キロメートル、人口4

7万人を有する圏域である。圏内には三次救急医療機関である三重大学医学部附属病院

（707床）、津地区の二次救急を担う病院群輪番制病院11施設と伊賀地区の二次救急を

担う病院群輪番制病院３施設が開設されている。また、県内の小児救急医療拠点病院

である国立病院機構三重病院（280床）がある。 
 近年、救急勤務医の退職や医師の引き上げ等により、圏内の救急医療体制、小児、

周産期医療体制を維持するために必要な医療資源の不足が深刻化する中で、津地区に

おいては、救急搬送で患者の受け入れを断られる回数が突出しており、伊賀地区にお

いても、輪番制の維持が困難な状況となっている。 

 このため、早急に救急、小児、周産期医療体制を立て直す対策を講じる必要があり、

本保健医療圏を地域医療再生計画の対象地域とした。 
 
 

２ 地域医療再生計画の期間 
 
 本地域医療再生計画は、平成22年1月8日から平成25年度末までの期間を対象として

定めるものとする。 
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３ 現状の分析 
 
【医師数について】 
 

（１）本県の人口10万人あたりの施設従事医師数は177.9人で、全国平均の206.3人を大

きく下回り、内科、小児科、産婦人科など主な診療科の医師数も、全国平均を下回

っている。 
中勢伊賀保健医療圏では、人口10万人あたり医師数は304.6人と全国平均を上回っ

ているが、伊賀地区においては117.5人と著しく少なく、診療科別医師数も全国平均

を大きく下回り、こうした状況が伊賀地区の救急医療をはじめとする地域医療体制に

深刻な影響を及ぼしている。 

 
●人口１０万人対施設従事医師数        平成 18 年 12 月末現在（単位：人） 

保健医療圏 総数 内科 外科 小児科 産婦人科 麻酔科 

全 国 206.3 55.2 16.9 11.5 7.5 4.9 

三重県 177.9（37） 55.2（27） 13.6(43) 10.4（35） 6.9（33） 2.3（47） 

北勢 153.4 48.9 12.3 8.3 6.2 1.8 

中勢伊賀（伊賀除く） 304.6 74.5 23.2 23.6 8.7 3.8 

伊賀サブ 117.5 40.1 7.7 4.9 4.4 1.1 

南勢志摩（伊勢志摩除く） 181.1 56.7 12.7 8.3 8.7 3.1 

伊勢志摩サブ 170.3 58.9 13.3 10.2 7.1 3.1 

東紀州 140.8 71.0 10.7 4.7 8.3 0.0 

                         （厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」） 

 
（２）平成18年の本県の医師数は3,332人で、平成14年と比較して3.2％増加しているが、

全国の伸び率5.6％を下回っている。 
 一方、中勢伊賀保健医療圏の医師数の伸び率は、▲1.9％で、東紀州、伊勢志摩地

区に次いで低い状況にある。 
 

● 医師数の推移  
 平成１４年  平成１８年  伸び率   

  全国 ２４９，５７４  ２６３，５４０  ５．６％  

  三重県 ３，２３０  ３，３３２  ３．２％  

  北勢 １，１５３  １，２７１  １０．２％  

  中勢伊賀 １，１１４  １，０９３  ▲１．９％  

  （伊賀地区） ２０３  ２１４  ５．４％  

  南勢志摩 ８２８  ８４９  ２．５％  

  （伊勢志摩地区） ４６９  ４４４  ▲５．３％  

  東紀州 １３５  １１９  ▲１１．９％  

       （厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師数調査」「衛生行政報告例」） 
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（３）中勢伊賀保健医療圏における病院勤務医数（常勤換算ベース）の推移を見ると、 

702人（平成16年）から741.7人(平成20年)へと39.7人増加する中、伊賀地区におい

ては125.2人(平成16年)から112人(平成20年)へと13.2人減少している。 

一方、このうち救急告示病院では、中勢伊賀保健医療圏が607.4人（平成16年）か

ら644人と36.6人増加していることに対して、伊賀地区においては99.3人（平成16年）

から84.1人（平成20年)へと15.2人の大幅な減少となっている。 

 

● 病院勤務医数の推移（常勤換算ベース） 

 平成１６年 平成２０年 増減数 増減率 

・全病院     （中勢伊賀） ７０２．０ ７４１．７ ＋３９．７ ＋５．７％ 

（伊賀地区） １２５．２ １１２．０ ▲１３．２ ▲１０．５％ 

・救急告示病院 （中勢伊賀） ６０７．４ ６４４．０ ＋３６．６ ＋６．０％ 

（伊賀地区） ９９．３ ８４．１ ▲１５．２ ▲１５．３％ 

                                           （三重県調べ） 

 
 
（４）平成18年の本県における診療所医師数は1,099人で、全医師数の31.5％にあたる。

これは平成14年から42人増加し、構成比は0.2％増加している。 

    同じく中勢伊賀保健医療圏でも診療所医師数は22人増加し、構成比も1.8％増加し

ている。同様に伊賀地区においても７名、1.1％増加している。 

病院勤務医が減少する中で、地域医療体制を整備・充実していくために、診療所

医師との連携が欠かせない状況となっている。 

 
● 診療所医師数の推移 
 平成１４年 平成１８年 

 医師総数 診療所医師 構成比 医師総数 診療所医師 構成比 

 三重県 ３，３７７  １，０５７  ３１．３％  ３，４８７  １，０９９  ３１．５％  

 北勢 １，１９４      ４２８  ３５．８％  １，３２２      ４５６  ３４．５％  

 中勢伊賀 １，１６４      ２８７  ２４．７％  １，１６７      ３０９  ２６．５％  

 （伊賀地区）     ２０８       ８２ ３９．４％      ２２０       ８９  ４０．５％  

 南勢志摩     ８７７      ２９６  ３３．８％      ８７５      ２９２  ３３．４％  

（伊勢志摩地区）     ４７４      １６５  ３４．８％      ４４９      １６２  ３６．１％  

 東紀州     １４２       ４６  ３２．４％      １２３       ４２  ３４．１％  

                                     （三重県調べ） 
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【看護職員数について】 

 

（５）平成20年の本県の人口10万人あたり看護師数は636.0人で、全国平均の687.0人を

下回っている。そのうち、中勢伊賀保健医療圏内の看護師数は759.4人で、全国平均、

県平均を上回っているが、伊賀地区においては512.9人となっており、全国および県

平均を大きく下回っている。 
 

● 看護師の状況（人口１０万人対） 
 平成１６年 平成１８年 平成２０年 

 全国   ５９５．４   ６３５．５   ６８７．０ 

 三重県   ５４３．２ （４０）   ５８１．５ （３９）   ６３６．０ （３７） 

 中勢伊賀   ６５６．７   ７０３．４   ７５９．４ 

 伊賀地区   ４４６．８   ４８４．９   ５１２．９ 

     （厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師数調査」「衛生行政報告例」） 

 
 
（６）勤務場所別に見ると、病院に勤務する看護師は2,532人（71.1％）、診療所に勤務

する看護師は402人（11.3％）、介護施設に勤務する看護師は318人（8.9％）、訪問

看護ステーションに勤務する看護師は103人（2.9％）となっている。 

平成16年と比較すると、病院に勤務する看護師の割合が減少し、診療所や介護施設

に勤務する看護師の割合が増加している。 
 

● 看護師の勤務場所の状況 
 平成１６年 平成２０年 

人数 割合 人数 割合 

病   院   ２，３２７   ７４．１％    ２，５３２  ７１．１％  

診 療 所      ３６２  １１．５％       ４０２    １１．３％ 

介護施設      １７６ ５．６％       ３１８     ８．９％  

訪問看護       ８９     ２．８％       １０３     ２．９％  

            （三重県調べ「保健師・助産師・看護師従事者届」） 

 
 
（７）平成20年末における本県の助産師の人口10万人あたりの人数は15.9人となってお

り、全国平均21.8人を大きく下回って全国最下位となっている。 

助産師の就業場所別内訳は、平成20年では、病院179人、診療所77人、助産所16人、

養成所および学校関係17人となっており、特に分娩を取り扱う産科医療機関において

は、助産師不足が顕著な状況となっている。 
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● 助産師の状況（人口１０万人対） 

 平成１６年 平成１８年 平成２０年 

 全国    １９．８    ２０．２    ２１．８ 

 三重県    １１．９ （４７）    １３．６ （４７）    １５．９ （４７） 

 中勢伊賀    １６．７    ２０．２    ２３．２ 

 （伊賀地区）     ８．２     ９．３    １１．１ 

     （厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師数調査」「衛生行政報告例」） 

 
 
【救急医療体制について】 

 
（８）平成20年の中勢伊賀保健医療圏における救急搬送人員数は17,537件で、平成18 

年の16,758件から779件（4.6％）増加している。 

 
● 救急搬送件数 

年 度 平成１８年 平成１９年 平成２０年 

搬送件数 16,758件 16,851件 17,537件 

                        （三重県調べ） 

 
（９）中勢伊賀保健医療圏には救命救急センターが設置されていないことから、重症患者

の受け入れは、他地域の救命救急センターや三重大学医学部附属病院等が担っている。

 平成20年の救急搬送件数のうち、899件（5.1％）が、二次医療圏域外の医療機関へ

搬送されており、隣接する北勢および南勢志摩保健医療圏の救命救急センターに依存

している現状にある。 

 

（10）初期救急医療体制の充実・確保を目的として運営している救急医療情報システム

参加医療機関数は、平成18年の362機関に対し、平成20年は445機関と23％増加して

いるが、目標数である450機関には至っていない。 

また、参加医療機関の夜間応需率については、平成18年が19.5％であったのが、平

成20年では11.6％と大幅に減少してきている。 

 
● 救急医療情報システムの状況 
 平成１８年 平成１９年 平成２０年 

参加医療機関数 ３６２機関 ４３０機関 ４４５機関 

夜間応需率 １９．５％ １４．７％ １１．６％ 

                         （三重県調べ） 
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（11）平成20年の救急搬送件数のうち、重症患者の割合は約15.3％、中等症患者の割合

は約28.5％、入院を必要としない軽症患者は約56.2％と軽症患者の占める割合が高

くなっており、平成18年以降、年々増加している。 

 
● 傷病程度別搬送状況 

 平成１８年 平成１９年 平成２０年 

重症 １３．９％ １５．４％ １５．３％ 

中等症 ３０．８％ ２９．１％ ２８．５％ 

軽症 ５５．３％ ５５．４％ ５６．２％ 

                      （三重県調べ） 

 

（12）津地区の平成20年の救急搬送件数10,961件のうち、二次救急輪番制病院の受入件

数は、11病院の合計で8,283件（75.6%）となっている。一方で、二次救急輪番制病

院以外の市内の病院に2,242件（20.4%）搬送されている。 

また、市外の病院にも436件（4.0%）が搬送されており、二次輪番制で地域内の

救急患者に十分に対応できていない状況となっている。 

 
● 管外搬送状況（津地区）  
 平成１８年 平成１９年 平成２０年 

搬送件数 ４００件 ７０２件 ４３６件 

                      （三重県調べ） 

 
（13）消防機関が救急要請を受けてから救急車が医療機関に到着するまでの平均時間は、

津地区で平成20年35.0分であり、全国平均33.4分（平成19年消防庁調べ）と比較す

ると1.6分多く時間を要している。 

 
● 収容所用時間（津地区）  
 平成１８年 平成１９年 平成２０年 

平均時間 ３７．１分 ３４．９分 ３５．０分 

                      （三重県調べ） 

 
 
（14）初期救急医療体制については、平成19年から地区医師会等の協力を得て、夜間成

人応急診療所を開設しているが、暫定的な施設であり、今後、恒久施設としての整

備や診療体制の充実が必要である。 

 
（15）特に二次救急医療体制について、津地区では患者の受け入れを断られる回数が他

地域と比べ突出しているなどの問題が明らかとなっており、輪番制をはじめとする

二次救急医療体制の強化が求められている。 また伊賀地区では上野総合市民病院、

名張市立病院及び岡波総合病院の３病院による病院群輪番制で対応しているが、医
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師不足などの問題により、受け入れ不能件数が増加しており、救急医療体制の改善

が急務となっている。 

 
● 医療機関への受入照会状況（平成２０年） 
 県全体 津地域 

受入照会総数 ７，６３１件 １，０７８件 

４回以上の受入照会件数 ２２６件 １２１件 

４回以上照会した割合 ３．０％ １１．２％ 

                             （三重県調べ） 

● 上野総合市民病院、名張市立病院、岡波総合病院の受入不能状況 
 平成２０年 平成２１年 

搬送件数 ２９３件 １４５件 

                    （三重県調べ） 

 ※平成21年については、１月～５月までの件数 

 
 

【周産期医療体制について】 
 
（16）県全体の出生数は平成15年に16,497人（出生率9.0）であったが、平成19年には、

15,716人（出生率8.6）となり、5年間で781人減少している。 

  また、低出生体重児（2,500ｇ未満）の出生割合は、平成15年1,471人（割合8.9％）

に対して、平成19年は1,449人（割合9.2％）と増加している。 

  中勢伊賀保健医療圏では、1,000ｇ未満の超未熟児は過去９年間で143％に増加し

ている。（平成10年：21人、平成19年：30人） 

 
● 低体重児数の推移 
 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 

出生数 16,497 16,287 15,345 15,816 15,716 

低体重児 1,471 1,418 1,321 1,481 1,449 

割合 8.9% 8.7% 8.6% 9.4% 9.2% 

1500～2000ｇ 200 188 159 202 204 

1000ｇ未満 39 36 40 46 45 

                               （三重県母子保健統計） 

 
（17）出生場所については、平成10年には「病院」が45％、「診療所」が54％であった

が、平成19年には、「病院」が35％、「診療所」が64％となっており、年々病院で

の出産が減少し、診療所での出産が増加している。こうした中、今後医師の高齢化

等により分娩を扱う診療所の減少が進むことが懸念される。 

   中勢伊賀保健医療圏では、分娩を扱う医療機関は診療所と２か所の周産期母子医

療センターのみであり、これら２か所の周産期母子医療センターの負担が大きくな

っている。 
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(18) 平成19年の周産期死亡率は、4.4（全国4.5）と改善したが、平成17年は4.9（全国

4.8）、平成18年は5.2（全国4.7）と高率で推移していた。 

      また、妊産婦死亡率は、直近５年間を累計した率が全国で41番目の高い率となっ

ており、妊娠中の母体管理の重要性が高いと考えられる。 

   さらに、乳児死亡率は、平成17年は2.2（33人）、平成18年は2.8（45人）、平 

  成19年3.8（59人）と年々増加し、平成19年は全国ワースト２位であった。 

 

● 周産期死亡率の推移 
 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 

三重県死亡数 ６６ ５５ ７６ ８３ ７０ 

三重県死亡率 ４．０ ３．４ ４．９ ５．２ ４．４ 

全国死亡率 ５．３ ５．０ ４．８ ４．７ ４．５ 

                   （厚生労働省「人口動態統計」「三重県母子保健統計」） 

 

● 妊産婦死亡率の推移 
 平成11-15年 平成12-16年 平成13-17年 平成14-18年 平成15-19年 

三重県死亡数 １０ ９ ９ ７ ６ 

三重県死亡率 １１．４ １０．５ １０．８ ８．５ ７．５ 

全国死亡率 ６．４ ６．１ ６．０ ５．７ ４．９ 

                   （厚生労働省「人口動態統計」「三重県母子保健統計」） 

 
 

（19）周産期救急搬送は、県内の周産期母子医療センター（総合１カ所、地域４カ所）

で受け入れているが、受け入れ困難な場合は、三重中央医療センター総合周産期母

子医療センターに搬送の必要性が示唆されている。特に、1,000ｇ未満の超未熟児

は中勢伊賀保健医療圏に集約されている。その結果、ＮＩＣＵの満床状態が続き、

三重中央医療センターの負担が増大している。 

なお、平成20年は、県内で45件の母体受入困難事例が見られ、そのうち30件が中

勢伊賀保健医療圏域であった。受入困難であった理由の90％以上が「ＮＩＣＵ満床」

であった。 

 
 
 

【小児救急医療体制について】 
 
（20）本県では幼児死亡率が平成18年以降悪化している。また、乳児死亡率についても

平成17年以降悪化しており、平成19年では、全国でもワースト２位といった状況と

なっている。 
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   ● 幼児死亡率の状況（１～４才人口１０万対） 
 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 

三重県死亡率 ２２．６ １９．０ ２５．６ ２４．５ 

全国死亡率 ２５．３ ２５．４ ２４．６ ２２．８ 

             （厚生労働省「人口動態統計」「三重県母子保健統計」） 

 
● 乳児死亡率の状況（出生千対） 
 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 

三重県死亡率 ２．３ ２．２ ２．８ ３．８ 

全国死亡率 ２．８ ２．８ ２．７ ２．６ 

             （厚生労働省「人口動態統計」「三重県母子保健統計」） 

 

 

（21）小児傷病者の救急搬送における受入医療機関の照会回数を調査した結果、４回以

上照会を行った約８割が中勢伊賀保健医療圏内で発生しており、さらに11回以上照

会した案件では９割強の案件が当該医療圏内で発生している状況にあり、小児救急

医療体制の早急な再構築が必要となっている。 

 

● 小児傷病者の医療機関への受入照会状況（平成２０年） 
 県全体 中勢伊賀保健医療圏 

受入照会件数 ４，６２７件 １，２９９件 

４回以上の受入照会件数 １５０件 １２１件 

４回以上照会した割合 ３．２％ ９．３％ 

                               （三重県調べ） 

 
（22）中勢伊賀保健医療圏の小児救急医療は、休日夜間応急診療所が準夜帯までしか対

応していないことなどから、初期救急医療の深夜帯の対応ができていない。 

また、小児救急医療拠点病院では、小児救急に対応するための外科医師がいない

ことから、小児内科が中心となっており外傷等への対応ができていない。 

 
● 休日小児救急（内科）の対応状況（津地区） 
 準夜帯 深夜帯 日勤帯 

一次救急 津市応急診 － 津市応急診 

二次救急 三重病院、三重中央医 

療センター（輪番日） 

三重病院、三重中央医 

療センター（輪番日） 

三重病院、三重中央医 

療センター（輪番日） 

三次救急 三重大学医学部附属病院 三重大学医学部附属病院 三重大学医学部附属病院 

                                     （三重県調べ） 
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【地域連携体制の構築について】 
 
（23）本県では、保健医療計画において4疾病および救急医療等5事業にかかる数値目標

を設定するとともに、患者の症状に応じた適切な医療サービスを切れ目なく提供す

ることをめざしている。 

   こうした中、4疾病の一つである脳卒中は、悪性新生物、心疾患についで三重県内

における死因の第3位を占め、高齢者の寝たきりの主要原因疾患となっており、平成

成17年に救急車によって搬送された急病患者の10.2％、4,162人を占めている。 

 
● 主要死因別死亡率（人口１０万対：平成１８年） 

 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 糖尿病 総数 

全国 ２６１．０ １３７．２ １０１．７ １０．８ ８５９．６ 

三重県 ２５７．５ １５２．４ １１０．４ １２．１ ９３６．５ 

                             （厚生労働省「人口動態統計」） 

 
 
（24）平成16年度国民生活基礎調査によると、介護が必要となった方の25.7％は脳卒中な

どの脳血管疾患が原因であり、原因疾患の第1位を占めている。 

また、平成18年10月の療養病床アンケート調査結果から、療養病床の入院患者の主

傷病名をみると、脳出血、脳梗塞などの脳血管疾患が43.8％と最も多くを占めている。 

 

（25）脳卒中医療では、急性期から回復期、維持期に至るまで、身体の状況に応じて切

れ目ない医療・福祉サービスが適切に提供される体制整備が重要であり、三重県で

は平成20年に、県内の脳卒中治療を行う病院、福祉施設等が連携して「三重県脳卒

中医療福祉連携懇話会」が設立されたところである。 

   現在、北勢、中勢地域を中心に、計画管理病院7施設、連携病院13施設によるクリ

ティカルパスを活用した医療連携体制を構築しており、今後は県内全域でこうした

医療連携体制が構築されるよう、関係機関のネットワークづくりを支援していく必

要がある。 

 

（26）高齢化の進展とともに今後、患者数の急増が見込まれる認知症について、原因究明

の進展や疾患としての理解が深まりつつあるものの、早期発見や治療提供体制の確保

に向けた具体的な対応が十分にできていない。 
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【在宅歯科医療体制について】 
 
（27）在宅医療連携を推進していく上で、高齢者・障がい者等の在宅歯科医療の充実およ

び地域医療機関での受け入れ体制の整備について、住民からのニーズは極めて高い。 

 

（28）こうした中、三重県における「在宅療養支援歯科診療所」届出医療機関数は、平

成21年6月時点で45か所となっており、全体の約5.2％と僅かである。 

 
 

● 在宅療養支援歯科診療所の状況（平成２１年）  
 県全体 中勢伊賀保健医療圏 南勢志摩保健医療圏 

歯科診療機関数 ８６６ ２２０ ２３５ 

在宅療養歯科診療機関 ４５ １５ ２２ 

構成比 ５．２％ ６．８％ ９．４％ 

                                   （三重県調べ） 
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４ 課題 
 

 三重県では、県内全域で医師の不足が深刻化しており、診療科目別に見ても、内

科、外科、小児科、産婦人科、および麻酔科などの、人口10万人あたりの医師数が

全国順位の下位に位置しており、これらの診療科の医師不足が、県内各地の救急医

療や周産期医療等に深刻な影響を及ぼしている。 

 例えば、津地区においては、二次救急を担う病院の数が11カ所と多い割に、絶対

的な医師・看護師等不足を背景として、救急搬送時間の遅延や救急隊が救急病院か

ら患者の受け入れを断られる回数が突出するなどの問題が発生している。 

  また、伊賀地区においても、著しい医師不足などの理由から、二次救急輪番体制 

の維持が困難な状況にある。 

 こうした状況の中、医師の確保対策に早急に取り組むとともに、初期及び二次救 

急の役割分担や機能充実をはかる必要がある。 

また、中勢伊賀保健医療圏内に未設置となっている救命救急センターを早期に設

置するとともに、県内全域を対象とした県独自のドクターヘリを導入するなど、三

次救急医療体制の強化をはかる必要がある。 

 さらに、小児医療における深夜帯の救急医療体制や小児の外傷に対応できる救急 

医療体制の確立が求められる。 

  また、周産期医療においては、乳児死亡率が全国ワースト３位と高く、母体・胎 

児異常の早期発見から早期治療へとつなぐ仕組みづくりや、妊産婦の円滑な救急搬 

送等が喫緊の課題となっている。 

 
 

【医師数について】 
 

（１）本県の医師数は、全国平均に比べて著しく少なく、特にへき地の医療機関や小児

科・産婦人科など、特定の診療科における医師の不足が顕著となっている。 
  中でも、伊賀地区においては、全ての診療科において医師数が著しく少なく、医師

の確保対策に取り組むとともに、救急医療体制の再構築を行う必要がある。 
 

（２）医師の確保対策を進めるにあたっては、地域医療に従事する医師の育成と地域へ

の定着を促進する仕組みを構築することにより、持続可能な地域医療体制を整備し

ていくことが重要である。 
 

（３）三重県では近年、全県的な医師不足に加え、地域医療を担う公立病院における医

師不足が顕著となっている。特に伊賀地区の公立病院では医師数の減少幅が他地域

と比べて大きく、勤務医の確保対策と合わせて診療所医師と連携した医療提供体制

を構築していく必要がある。 
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【看護職員数について】 
 

（４）看護師が地元に定着せず、県外を含めた都市部に就職先を求める傾向がここ数年

顕著となっていることから、地元に定着する看護師を安定的に確保する仕組みが必

要である。  
 

（５）女性看護師等の能力ややる気を活かすことができるよう、ワークライフバランス

を考慮した多様な働き方を支援する仕組みが必要である。 
 

（６）地域において安心・安全な出産ができる体制確保に向けて、助産師の就労促進や

産科医療機関に勤務する助産師の増加促進をはかるとともに、助産師をめざす学生

等を確保する仕組みが必要である。 

  また、平成22年度に県内初の助産師養成所が開校することから、さらなる確保・ 

定着のための対策が必要である。  
 
 

【救急医療体制について】 
 

（７）３(11)より、軽症の患者であっても二次救急医療機関を受診する傾向が強く、津

地区内の二次輪番制に参加する医療機関の勤務医の負担増となるとともに、本来対

応すべき救急患者の診療に支障をきたしているため、夜間・休日等に受診できる初

期救急医療機関の情報提供を強化するなどの取組が必要である。 

 

（８）救急搬送において、搬送先医療機関が速やかに決まらない事案が多発していること

などから、救急患者の状況に応じ、医療機関への搬送がより円滑に行われるようにす

る必要がある。 

このため、消防法の一部改正を踏まえ、救急医療に携わる医療機関、地域の医師会、

消防機関等の連携により、地域における救急搬送・受入ルールを策定する必要がある。 

 
（９）津地区の二次輪番制に参加する医療機関の多くが、100床前後の小規模な病院であ

り、かつ専門とする診療科が分散していることから、地域の診療所等との連携強化や、

救急搬送・受入ルールの明確化など、受入体制の強化が必要である。 

 

（10）３(９)のとおり、中勢伊賀保健医療圏内に救命救急センターが設置されていないた

め、重症患者は三重大学医学部附属病院および圏外の救命救急センター等へ搬送して

対応している。搬送に時間を要すること、また、他の医療圏の救急医療体制への影響

も懸念されることから、圏内に救命救急センターを整備することが必要である。 

 

（11）３(15)のとおり、医師不足を背景に上野総合市民病院、名張市立病院及び岡波総 

合病院の救急医療体制の維持が困難な状況になっており、各病院において救急患者の
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受入不能な件数が平成19年から大幅に増加している。 

また、医師数の減少は各病院の勤務医をはじめとする医療従事者の過重労働につな

がっていると考えられる。 

      このため、現状の二次輪番体制の見直しや病院機能の再編など、救急医療体制の 

    再構築が必要である。 

 

 

【周産期医療体制について】 
 

（12）三重中央医療センターでは、ＮＩＣＵ不足等に起因する他圏域の周産期母子医療セ

ンターからの搬送が増加しており、総合周産期母子医療センターとしての機能維持に

支障をきたすことが懸念されている。 

特に出生数および低体重児出生数が多い北勢保健医療圏からの搬送が多く、こうし

た状況の改善に向けて、北勢保健医療圏における周産期母子医療センターの機能強化

をはかる必要がある。 

 

（13）妊産婦死亡率、周産期死亡率が高い状況を踏まえ、妊娠中の母体管理が適切に行

われる体制整備が重要である。 

このため、県内出生数の6割以上を担う産科診療所が、ハイリスク妊婦を早期に周

産期母子医療センターにつなげる仕組みを早急に構築する必要がある。 

あわせて、高齢化が進む診療所医師の負担を軽減するための対策が求められる。 

 

 

【小児救急医療体制について】 
 
（14）中勢伊賀保健医療圏では、小児救急患者を疾患や重傷度に関わらず、受け入れので

きる総合的な病院がない。 

救急搬送受け入れに至らなかった理由の約4割が、専門外のために受け入れが拒否

されている状況にあることから、機能分担をはかるとともに、小児救急患者の疾患や

重傷度に応じた、効率的な小児救急医療の提供が必要である。 

 
 

【地域連携体制の構築について】 
 

（15）脳卒中医療連携の取組においては、地域連携クリティカルパスのデータ集計方法が

確立されておらず、計画管理病院と連携していない病院における患者の転院情報の収

集が困難となっている。 

このため、ＩＴを活用した利用者負担の少ない地域医療連携のネットワークを構築

し、脳卒中にかかる地域医療連携の展開をはかる必要がある。 

 

（16）高齢化の進展とともに今後、患者数の急増が見込まれる認知症について、今後地域



 17

の医療・福祉にかかる関連機関相互の情報共有や連携を進めるとともに、専門医や看

護・介護人材を充実させる必要がある。 

 
 

【在宅歯科医療体制について】 
 
（17）高齢者や障がい者等に対する訪問歯科診療について、多くのニーズはあるものの、

在宅療養支援歯科診療所の届出数は、歯科診療所全体の5％と少ない上に、安全確保

のための訪問歯科診療設備が十分に確保されていない。 

 

（18）介護予防の観点から口腔機能の向上は必要不可欠であり、地域において歯科医及

び歯科衛生士が一体となって対応することが重要である。 

そのためにも、歯科医療従事者に対する在宅歯科診療に対する研修を充実していく

必要がある。 
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５ 目標 
 
 地域における限られた医療資源を効果的に活用し、救急医療体制、周産期医療体

制等の確保をはかる。 
具体的には、地域医療再生計画に則って圏域内の医療機関の役割を明確化し、機

能分化と連携を促進するとともに、地域医療を支える医師等医療従事者を安定的に

確保する。 

 
 

【医師数について】 
 
（１）県内の後期研修医数（※）を平成25年度末までに20％増加させることにより、地域

医療を担う病院勤務医の確保をめざす。 
  （※ここでいう後期研修医は、初期臨床研修を終えた3年目から5年目の医師をいう） 

 
 

【看護職員数について】 
 

（２）県内看護師養成施設卒業者の県内就業率を、平成25年度末までに80％以上とすると

ともに、看護職員の研修体制の構築などにより、看護職員の離職率を低下させる。 

 

（３）助産師修学資金の貸付などにより、平成25年度末までに100人の助産師数の増加を

めざす。 

 

 

【救急医療体制について】 
 

（４）救急要請（覚知）から医療機関の受入れまでの時間について、時間を短縮すると

ともに地域差を少なくする。 

 

（５）初期救急医療体制、二次救急医療体制、三次救急医療体制を明確に体系化して整

備する。 

 

（６）重症以上傷病者の救急搬送における、４回以上の受け入れ照会件数を半減する。 
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【周産期医療体制について】 
 
（７）出産10万あたりの妊産婦死亡率のゼロをめざす。 
 
（８）出産千あたりの周産期死亡率を現状の5.2から、県保健医療計画の目標値である4.2

に減少させる。 
 
 

【小児救急医療体制について】 
 
（９）1～4歳人口10万に対する死亡率を、現状の25.6から20.0以下に減少させる。 

 
 

【地域連携体制の構築について】 
 

（10）県内で統一した脳卒中地域連携クリティカルパスを作成・普及させることを通し

て、医療機能の分化・連携を推進し、切れ目ない医療提供体制を充実する。 

 

（11）認知症にかかる医療・福祉のネットワークを構築することともに、神経内科専門

医・認知症専門医の育成と確保をはかる。 

 

 

【在宅歯科医療体制について】 
 

（12）在宅歯科診療ネットワークの体制整備をはかるとともに、平成25年度までに在宅

療養支援歯科診療所数を全体の20％以上に増加させる。 
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６．具体的な施策 
 

（１）県全体で取り組む事業 
 

【医師、看護職員の確保対策について】 
 

総事業費 ３，９１６，０７９千円 

（国庫補助負担分 ６３６，８２６千円、基金負担分 １，３９０，９００千円、 

県負担分 １，３２５，６３７千円、事業者負担分 ５６２，７１６千円） 

（※再掲を除く基金充当額 ５５５，０１０千円） 
 
（目的） 

本県の医師数は全国平均に比べて著しく少なく、病院勤務医は全国第42位の低位に

ある中で、特に公立病院を中心に勤務医不足が深刻化している。 

こうした状況が、県内各地の救急医療や周産期医療等に深刻な影響を及ぼしている

ことを踏まえ、県内の医師、特に病院の勤務医を増加させることを目的として、医学

生及び研修医の県内定着に対するインセンティブを付与する奨学金の新たな仕組みを

設定するなどの取組を、三重大学やＮＰＯ法人ＭＭＣ卒後研修センター等関係機関と

連携しながら行う。 
また、同様に全国平均を下回っている看護師や人口10万人に対する従事者数が全国

で最も少ない助産師不足に対し、看護学生の県内就業の定着に対するインセンティブ

を確保する奨学金の新たな仕組みを設定するなどの取組を行う。 
 
（各種事業） 

①医師修学資金貸与制度 

・平成２２年度事業開始 

・事業総額 １，７４７，６７９千円 

（基金負担分 ９７８，８７０千円、県負担分 ７６８，８０９千円） 

うち中勢伊賀保健医療圏充当分（基金負担分 ５５５，０１０千円） 

 
本県では、新医師確保総合対策に基づき、平成20年度から三重大学医学部の入学

定員が100人から110人に増員され、平成21年度には緊急医師確保対策等により120

人に増員された。さらに平成22年度においても5名を増員して、入学定員は125名と

なる予定である。 

あわせて、定員増により養成された医師の地域定着をはかるため、平成20年度に

「三重県医師修学資金貸与制度」について、義務年限の緩和、へき地義務のない「県

内勤務医コース」の設置、貸与枠の拡大（８名から55名）などの見直しを行ったと

ころである。 
今後は、平成22年度に予定されている5名の定員増に対応するため、貸与枠を55

名から60名に拡大するとともに、医師の地域定着を一層確実なものとしていくため

に、医師修学資金貸与制度を抜本的に見直し、修学資金の貸与に加え、 
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・県内へき地や国内先進地等での地域医療実習の支援 

・医学生のグループ化に向けた支援 

などの取組を併せて行うことにより、医学生に対する地域医療への動機付けと、モ

チベーションを高める取組を進める。 

 また、この医師修学資金貸与制度による県内勤務医の大幅な増加が見込まれるま

での期間の対策として、あわせて、地域医療を支える医師の育成並びに確保を目的

とした臨床研修医研修資金貸与制度を設ける。 

 

②ポジティブ・スパイラル・プロジェクト事業【再掲】 
・平成２１年度事業開始 
・事業総額 ６１１，８５８千円 

（国庫補助負担分 ５４，２８２千円、基金負担分 １６，８４５千円、 

県負担分 ２３，８８６千円、事業者負担分 ５１６，８４５千円） 
 

    県内の深刻な医師不足の早期解消に向けて、医師の確保対策を進めるとともに、

地域医療に従事する医師の育成と地域への定着を促進していくことを目的として、

県、市町、三重大学、医療機関が協働して、「ポジティブ・スパイラル・プロジェ

クト」を推進し、持続可能な医療提供体制の実現をめざす。 

具体的には、 

①「バディ・ホスピタル・システム」による、医師不足地域の病院に対する診

療支援 

②地域医療に従事する医師を育成するため、市町村振興協会と連携して取り組

む、三重大学医学部における医師育成体制の充実支援 

③実践的な地域医療研修を実施し、地域医療に従事する医師を養成するための

「地域医療研修センター」の設置・運営 

  などの取組を進める。 
 

③研修病院支援事業【再掲】 

・平成２２年度事業開始 

・事業総額 ６５，６６６千円 

（基金負担分 ５５，２９４千円、事業者負担分 １０，３７２千円） 

 
平成16年の医師臨床研修制度の改正に伴い、マッチング制度が導入され、研修先

の選択が自由になった結果、研修医が高度医療など専門的な医療を行う病院に集中

し、地方の研修医不足が顕在化するようになった。 

こうした状況に対し、県外の研修病院との差別化をはかり、より多くの研修医を

集めるため、ＭＭＣ卒後臨床研修センター等が中心となって、 

・学生に対する研修病院の魅力発信 

・初期臨床研修医に対する研修病院の魅力発信 

・研修病院が行う魅力ある研修プログラムに対する助成 

 などの取組を進める。 
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④地域医療医師支援事業【再掲】 

・平成２２年度事業開始（一部平成２１年度事業実施） 

・事業総額 １５，９８６千円 

（基金負担分 ７，９９１千円、事業者負担分 ７，９９５千円） 
 
   地域医療、特にへき地医療の現場では、医師が学習の機会を得ることが困難であ

り、また、画像診断を含め全て一人の医師が行わなくてはならないなど、医学の進

歩が著しい中、地域医療を支える医師にとっての負担が大きくなっている。 
そこで、地域医療現場における医師に対し、学習面や診断面等での様々な支援を

行うことにより、医師の労働環境を改善するとともに、地域医療レベルの向上を

はかる。 

具体的には、 
・ 遠隔医療システム導入支援 

・ 医師住宅改修支援 

    などの取組を進める。 
また、交通が不便、過重労働、緊急対応時の負担が大きいなど、へき地における

課題を解消するため、へき地診療所等において交代制勤務等を行うための支援や医

師のへき地勤務を容易にするための交通費の助成を行う。 
 

⑤地域医療研修支援事業【再掲】 

・平成２２年度事業開始 

・事業総額 ２０，０００千円 

（基金負担分 １０，０００千円、事業者負担分 １０，０００千円） 

 
地域の医療提供体制、特に在宅医療の充実をはかるため、診療所医師の資質向上

のための研修等に対し助成する。 
 

⑥病院勤務医師負担軽減対策事業【再掲】 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 ５０，００２千円 

（基金負担分 ３２，４９８千円、事業者負担分 １７，５０４千円） 
 

病院勤務医師の負担軽減のため、診療所医師による外来・当直への応援や女性医

師の復職支援・離職防止対策など、病院の創意工夫による取組を提案募集し、選 

定のうえ助成する。 
また、若手医師等の確保のため、後期研修医の処遇改善をはかる病院に対して助

成する。 
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⑦看護師等修学資金制度【再掲】 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 ９７，０８０千円（基金負担分 ９７，０８０千円） 

 

地域における医療の確保のためには、医師だけでなく看護師に対しても、地元の

定着を促進するような施策が必要である。そのため、新たに修学資金貸与制度の拡

充等、看護職員の確保対策を実施する。 
具体的には、これまでの「看護師等修学資金」の対象者に、新たに県外の看護系

大学および看護師養成所に在学し、三重県内に就業する意思のある学生を対象者と

して加えるよう制度を見直す。 
 

⑧看護師等養成所支援事業【再掲】 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 ８５９，５６９千円 

（国庫補助負担分 ３４９，８４０千円、基金負担分 ８７，７２３千円、 

県負担分 ４２２，００６千円） 
 

看護師等養成所卒業生の県内就業率を高めるため、養成所に対して運営費を助成

する。支援にあたっては、卒業率、国家試験合格率、県内就業率等において一定の

条件を課すことにより施策効果を高め、県内で就業する看護職員の確保につなげる。 

 
⑨潜在看護職員復帰支援事業【再掲】 

・平成２２年度事業開始 
・事業総額 ２３，１７２千円 

（国庫補助負担分 ８，５４２千円、基金負担分 １４，６３０千円） 
 

出産や育児等の理由により離職した潜在看護職員等の復帰を促進するため、復帰

支援の研修を行うとともに、研修受講中の託児支援などの費用を助成する。 
 

⑩院内保育所整備支援事業【再掲】 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 ２１０，１４５千円 

（国庫補助負担分 ９２，０９４千円、基金負担分 ７，１１５千円、 

県負担分 １１０，９３６千円） 

 
女性医師、看護師等の離職防止・定着をはかるため、新たに病院内保育所を開設

する二次救急医療機関に対し、整備費用を助成する。 
また、その運営費についても助成するとともに、24時間保育および病児等保育を

実施する保育所については、加算して助成する。 
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⑪研修体制構築支援事業【再掲】 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 １２０，３３０千円 

（国庫補助負担分 ９７，５０８千円、基金負担分 ２２，８２２千円） 

 
看護職員の県内定着を促進するため、新人看護師、助産師研修や教育指導者研修

をモデル的に実施し、研修マニュアルの作成や県内看護職員の交流会や研修会の実

施など、研修体制の強化をはかる。 
 

⑫助産師修学資金制度【再掲】 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 １７，３００千円（基金負担分 １７，３００千円） 

 
人口10万人あたりの助産師従事者数が全国ワースト１位となっている現状を改

善するため、新たに助産師養成課程に在籍する学生のみを対象とした修学資金制度

を創設し、助産師の県内定着の促進をはかる。 
 

⑬助産師養成所支援事業【再掲】 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 ７７，２９２千円 

（国庫補助負担分 ３４，５６０千円、基金負担分 ４２，７３２千円） 

 
平成22年度に県内初の助産師養成所が開校するにあたり、運営費補助を行うと

ともに、より質の高い人材養成のため、実習指導にかかる支援を行う。 

 
 

【地域連携体制の構築について】 
 

総事業費 １９７，８８５千円 

（国庫補助負担分 ４７，７４４千円、基金負担分 １５０，１４１千円） 

 

（各種事業） 

①脳卒中地域連携ネットワーク構築事業【再掲】 

・平成２５年度までに構築 

・事業総額 １１７，８８５千円 

（国庫補助負担分 ４７，７４４千円、基金負担分 ７０，１４１千円） 

 
     三重県内の医療機関等で共通して使用する地域連携シートを作成し、ＩＴを活用

した利用者負担の少ない地域医療連携のネットワークを構築するとともに、脳卒中

にかかる地域医療連携の展開をはかる。 
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②認知症における医療体制の構築【再掲】 
    ・平成２２年度事業開始 

     ・事業総額 ８０，０００千円（基金負担分 ８０，０００千円） 

 
     認知症予防の啓発や早期診断・治療と福祉サービスとの連携構築など、認知症

に関する地域連携を促進し、質の高い医療・福祉を実現するため、複数名の神経内

科専門医の派遣を含む寄附講座を三重大学に設置する。 
 
 

【在宅歯科医療体制の充実について】 
 

総事業費 ５５，１３５千円 

（国庫補助負担分 １８，０００千円、基金負担分 １９，１３５千円、 

事業者負担分 １８，０００千円） 
 

（目的） 

  高齢者、障がい者等の在宅医療の充実をはかるため、三重県における在宅歯科診療ネ

ットワークの体制を整備する。 
 

（各種事業） 

①在宅歯科医療研修【再掲】 

    ・平成２２年度事業開始 

    ・事業総額 １，１３５千円（基金負担分 １，１３５千円） 
 
       歯科医師、歯科衛生士に対して在宅歯科診療の考え方、実践についての知識習

  得のための研修を実施する。 
 

②在宅歯科診療設備整備【再掲】 
    ・平成２４年度までに整備 
    ・事業総額 ５４，０００千円 

（国庫補助負担分 １８，０００千円、基金負担分 １８，０００千円、 

事業者負担分 １８，０００千円） 
 

安全で質の高い在宅歯科医療の提供のための訪問歯科診療設備の整備に対し

て助成する。 
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【初期救急医療体制および病院前救護体制の充実について】 
 

総事業費 ５９２，６１８千円 

（国庫補助負担分 １６５，４８０千円、基金負担分 ３０２，０５９千円、 

事業者負担分 １２５，０７９千円） 

 

（目的） 

 三重県における救急医療体制のさらなる整備を目的として、初期救急医療体制およ

び病院前救護体制の充実をはかる。 
 

（各種事業） 

①救急医療情報センター事業【再掲】 

・平成２３年度事業開始 

・事業総額 ５８７，６７５千円 

（国庫補助負担分 １６５，４８０千円、基金負担分 ２９７，１１６千円、 

事業者負担分 １２５，０７９千円） 

 
  現在の救急医療情報システムを抜本的に見直し、診療応需情報の入力手法の

簡素化や提供情報検索の効率化など、より利便性、操作性の高いシステムの構

築を行い、救急医療体制の充実をはかる。 
 

②病院前救護体制整備事業【再掲】 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 ４，９４３千円（基金負担分 ４，９４３千円） 

 
 消防法の一部改正に伴い、協議会を設置して救急搬送ルールの策定を行うと

ともに、医師、看護師、救急救命士など医療従事者に対して資質向上のための

研修会を開催する。 
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（２）二次医療圏で取り組む事業 
 

【伊賀地区における地域医療体制の再構築について】 
 

・平成２２年度事業開始 

・総事業費 ２，４０２，１８３千円 

（基金負担分 １，２４９，８００千円、事業者負担分 １，１５２，３８３千円） 

 

（目的） 

 伊賀地区の住民が安心して医療が受けられる体制整備に向けて、医療機関の機能分

化を進めるとともに、相互の連携強化をはかる。 
 また、医療機関、福祉施設等の情報共有とネットワーク化を進めることで、在宅医

療提供体制の整備・充実をはかる。 
 
（事業内容） 

（１）安心な救急医療体制の整備 

・平成２２年度事業開始 

・事業総額 １，４８０，１０９千円 

（基金負担分 ７８８，７６３千円、事業者負担分 ６９１，３４６千円） 

 

伊賀地区の二次救急医療体制の確保に向けて、病院機能を見直し、関係医療機

関における診療機能に応じた機能分担を図る。 

また、伊賀・名張両市が行う医師確保に資する県内外の医科系大学への寄附講

座の設置を支援する。 

あわせて上野総合市民病院と名張市立病院の経営統合に向けて、経営形態にか

かる検討を進める。 
 
（２）医療連携体制の構築 

地域における医療連携体制の構築に向けて、医療機関、福祉施設相互の情報共有

や連携を促進するとともに、在宅医療に適切に対応できる体制整備を進める。 
 

①情報共有体制の構築 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 ９１６，３２６千円 

（基金負担分 ４５８，１６３千円、事業者負担分 ４５８，１６３千円） 
 

上野総合市民病院、名張市立病院および岡波総合病院の機能強化をはかるため、

電子カルテの導入を支援するとともに、病院と地域の診療所との情報共有、連携

強化の取組を支援する。 
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②在宅医療支援機能の充実 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 ５，７４８千円 

（基金負担分 ２，８７４千円、事業者負担分 ２，８７４千円） 
 

  在宅で安心して医療が受けられるよう、在宅医療に関する相談に応じるとと

もに、医療機関や福祉施設等の連携を促進し、適切な在宅医療サービスが受け

られる体制づくりに向けて、在宅医療支援センターの整備を支援する。 
 
 

【二次救急および三次救急医療体制の充実について】 
 

・事業期間は平成２１年度から平成２５年度まで。 
・総事業費 １，１５９，７７４千円 

（国庫補助負担分 ２１９，００３千円、基金負担分 ６７７，１９４千円、 

事業者負担分 ２６３，５７７千円） 

 
（目的） 

 県内の救急医療体制の充実・強化に向けて、初期、二次および三次救急医療の機能

分担を促進するとともに、各段階における救急医療機能の強化をはかる。 

 
（事業内容） 

①救命救急センターの設置 
    ・平成２２年度事業開始 

・事業総額 ６３１，０１４千円 

（国庫補助負担分 １５３，４３６千円、基金負担分 ２７５，８３７千円、 

事業者負担分 ２０１，７４１千円） 
 

現在、中勢伊賀保健医療圏内に未設置である救命救急センターを、三重大学医

学部附属病院に設置し、圏内の三次救急医療体制の充実をはかる。 
 
②救急医療提供体制充実支援事業 
  ・平成２１年度事業開始 

・事業総額 ６７，００７千円 

（基金負担分 ５，１７１千円、事業者負担分  ６１，８３６千円） 
 

二次救急医療体制の充実をはかるため、地域の診療所医師が夜間・休日の診療

支援を行う際の経費を助成する。 

また、津市の二次救急輪番病院の専門医不足を補完するため、遠隔診断システ

ムを導入し、三重大学の専門医の支援を受けることで、一般救急および小児救急

の受入困難な状況の改善をはかる取組を支援する。 
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③三重県独自のドクターヘリ導入 

    ・平成２３年度事業開始 
・事業総額 ４６１，７５３千円 

（国庫補助負担分 ６５，５６７千円、基金負担分 ３９６，１８６千円） 
 

救命率の向上など、三次救急医療体制の整備・充実をはかるため、県内全域

をカバーする三重県独自のドクターヘリについて、平成23年度中の運航開始を

めざし、運航費用、フライトドクター・ナースの研修費用等の助成を行う。 
 
 
 

【周産期医療体制の充実について】 
 

・平成２２年度事業開始 
・総事業費 ９２０，６９２千円 

（国庫補助負担分 ３０８，２６２千円、基金負担分 ３３，５３６千円、 

県負担分 ３０３，６９０千円、事業者負担分 ２７５，２０４千円） 
 
（目的） 

 中勢伊賀保健医療圏内において、母体や胎児の疾病等の早期発見・早期治療体制を

強化し、周産期母子医療センターと診療所との機能分担と連携強化をはかることで、

産科診療所医師の負担軽減をはかる。 
 また、圏内の総合周産期母子医療センターと地域周産期母子医療センターとの機能

分担や機能強化をはかることで、重症者等の救急搬送に対応できる体制を強化する。 
      

（事業内容） 

①母胎診断センター設置支援 

・平成２２年度事業開始 

・事業総額 ４４，６２０千円 

（国庫補助負担分 ４，５７２千円、基金負担分 ２２，５２５千円、 

事業者負担分 １７，５２３千円） 

 
母体胎児の疾病等の早期発見・早期治療を行うため、周産期母子医療センター

内に新たに設置する「母胎診断センター」の医療機器整備に対して助成する。 
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②病床機能（ＧＣＵ、ＭＦＩＣＵ、ＮＩＣＵ）の強化 
・平成２４年度事業開始 
・事業総額 ２２，０２２千円 

（基金負担分 １１，０１１千円、事業者負担分 １１，０１１千円） 
 
 中勢伊賀保健医療圏における周産期医療機能の充実強化に向けて、圏域内に

おける後方病床の確保や、隣接する北勢地域のＮＩＣＵ等の増床をはかる。 
 

③産科医等確保支援事業（基金充当なし） 
・平成２１年度事業開始 

・事業総額 ７４０，０００千円 

（国庫補助負担分 ２４６，６６５千円、県負担分 ２４６，６６５千円、事 

業者負担分 ２４６，６７０千円） 
 
         産科医等の処遇を改善し、その確保をはかるため、分娩手当等を支給する分

   娩取扱機関に対し助成する。 
 

④産科医療機関確保事業補助金（基金充当なし） 

・平成２２年度事業開始 

・事業総額 １１４，０５０千円 

（国庫補助負担分 ５７，０２５千円、県負担分 ５７，０２５千円） 

 
産科機能の集約化が困難な地域において、分娩可能な産科医療機関を確保する

観点から、当該医療機関に対する経営安定化のための支援を行う。 
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【小児救急医療体制の充実】 
 
総事業費 １２８，８５７千円 

（国庫補助負担分 ４６，６３６千円、基金負担分 ３７千円、 

県負担分 ４４，３７０千円、事業者負担分 ４０，０８０千円） 
 

（目的） 

 小児救急医療体制の整備・充実に向けて、医療機能の集約化を進めるとともに、医

療機関の機能分担を促進する。 

あわせて、不足する小児科医等の確保と資質向上をはかる取組を進める。 
 

（各種事業） 

①小児救急医療体制の整備に向けた検討          

・平成２２年度事業開始。 

・事業総額 ３７千円（基金負担分 ３７千円） 

 
 深夜帯における小児救急医療や、外傷など外科的処置を必要とする小児の初

期および二次救急医療に対応するための医療体制を整備するため、三重病院、

三重中央医療センター、三重大学など関係機関による検討の場を設け、具体的

な検討を進める。 
 

②小児救急地域医師研修事業および小児救急医療支援事業（基金充当なし） 

・平成２１年度事業開始 

・事業総額 １２８，８２０千円 

（国庫補助負担分 ４４，３７０千円、県負担分 ４４，３７０千円、事業者負

担分 ４０，０８０千円） 

 
地域における小児救急医療にかかる医療研修の実施等に必要な経費の一部を

    助成する。 
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７ 地域医療再生計画終了後に実施する事業 
 
 地域医療再生計画が終了し、地域医療再生基金が無くなった後においても、５に

掲げる目標を達成した状態を将来にわたって安定的に維持するために必要があると

見込まれる事業については、平成26年度以降も、引き続き実施していくこととする。 

 
（再生計画が終了する平成26年度以降も継続して実施する必要があると見込まれる事業） 

 
① 医師修学資金制度【再掲】 

・単年度事業予定額 ６２４，５６９千円 
② 地域医療学生支援事業【再掲】 

・単年度事業予定額 ３，０００千円 
③ 研修病院魅力発信事業【再掲】 
  ・単年度事業予定額 ３，０００千円 
④ 地域医療医師支援事業【再掲】 
  ・単年度事業予定額 ２，８８０千円 
⑤ へき地診療所等医師確保支援事業【再掲】 

 ・単年度事業予定額 １，３１３千円 

⑥ 病院勤務医師負担軽減対策事業【再掲】 
  ・単年度事業予定額 ２，０００千円 
⑦  看護師等修学資金制度【再掲】 
  ・単年度事業予定額 ７５，０００千円 
⑧ 看護師等養成所支援事業【再掲】          

・単年度事業予定額 ２２２，８９６千円  
⑨ 院内保育所施設整備事業（運営費補助分のみ）【再掲】 

・単年度事業予定額 ６１，９６７千円 
⑩ 研修体制構築支援事業【再掲】 
 ・単年度事業予定額 ２６，００８千円                         
⑪ 助産師修学資金制度【再掲】                     

・単年度事業予定額 ６，０００千円 
⑫ 助産師養成所支援事業【再掲】                                        

・単年度事業予定額 １２，５３８千円 
⑬ 救急医療情報センター事業【再掲】          

・単年度事業予定額 １６５，０００千円 
⑭ 病院前救護体制整備事業【再掲】 

・単年度事業予定額 ３，０００千円 
⑮ 三重大学救命救急センター運営事業 

・単年度事業額予定 １２５，１６５千円 
⑯ 救急医療提供体制充実支援事業 

・単年度事業予定額 １９８，３８４千円 

⑰ ポジティブ・スパイラル・プロジェクト事業【再掲】 

 ・単年度事業予定額 １２３，９５６千円 
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⑱ ドクターヘリ導入事業 
・単年度事業予定額 ２０９，８３１千円 

  ⑲ 産科医等確保支援事業  

・単年度事業予定額 １４８，０００千円 

⑳  産科医療機関確保事業補助金 

・単年度事業予定額 ２８，５１２千円 

 21 広域小児急患センター運営費補助 

・単年度事業予定額 １，７００千円 

 22 小児救急地域医師研修事業 

  ・単年度事業予定額 １，７１６千円 

 23 小児救急医療支援事業 

  ・単年度事業予定額 ２４，０４８千円 
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１ 対象とする地域 
 
 本地域医療再生計画においては、南勢志摩保健医療圏を中心とした地域を対象地域と

する。 
 南勢志摩保健医療圏は、県中南部に位置し、北東は伊勢湾、南東は熊野灘に面し、志

摩半島を含めた広大な地域で県面積の37.8％を占める2,182平方キロメートル、人口48万

人を有している。圏域の人口推移は、昭和22年に大きく増加したが、その後昭和30年を

ピークにほぼ横這いとなっている。 
 救命救急センター、災害拠点病院、地域医療支援病院、へき地医療拠点病院、がん診

療連携拠点病院、地域周産期母子医療センター等の機能を有する山田赤十字病院（651床）

が東紀州保健医療圏の病院への医師派遣による診療支援を行うなど県南部地域を広域的

にカバーしている。 
 しかしながら、県北部地域に比べ医療機関数も少なく、各医療機関が有する機能も限

られているうえに、隣接する東紀州地域も含め、県南部地域においては深刻な医師不足

問題も抱えている。 
 こうした医療の課題、医師不足問題等に対応していくためには、地域内の限られた医

療資源を有効活用して、医療提供体制を整備・充実していく必要がある。 
 
 
 

２ 地域医療再生計画の期間 
 
 本地域医療再生計画は、平成22年1月8日から平成25年度末までの５年間を対象として

定めるものとする。 
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３ 現状の分析 
 

【医師数について】 
  
（１）本県の人口10万人あたりの施設従事医師数は177.9人で、全国平均の206.3人を大

きく下回り、内科、小児科、産婦人科など主な診療科の医師数も、全国平均を下回

っている。 
南勢志摩保健医療圏では、志摩地区（伊勢志摩サブ保健医療圏）で人口10万人あ

たり医師数が170.3人と県内平均を下回っている。 
 
●人口１０万人対施設従事医師数        平成 18 年 12 月末現在（単位：人） 

保健医療圏 総数 内科 外科 小児科 産婦人科 麻酔科 

全 国 206.3 55.2 16.9 11.5 7.5 4.9 

三重県 177.9（37） 55.2（27） 13.6(43) 10.4（35） 6.9（33） 2.3（47） 

北勢 153.4 48.9 12.3 8.3 6.2 1.8 

中勢伊賀（伊賀除く） 304.6 74.5 23.2 23.6 8.7 3.8 

伊賀サブ 117.5 40.1 7.7 4.9 4.4 1.1 

南勢志摩（伊勢志摩除く） 181.1 56.7 12.7 8.3 8.7 3.1 

伊勢志摩サブ 170.3 58.9 13.3 10.2 7.1 3.1 

東紀州 140.8 71.0 10.7 4.7 8.3 0.0 

                         （厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」） 

 
 
（２）平成18年の本県の医師数は3,332人で、平成14年と比較して3.2％増加しているが、

全国の伸び率5.6％を下回っている。 
 他方、南勢志摩保健医療圏では、従事医師数の伸び率は2.5％となっており、全国

および三重県の伸び率を下回っている。 
 さらに伊勢志摩地区では、東紀州の▲11.9％に次いで▲5.3％と全国および三重県

の伸び率を大きく下回っている。 
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● 医師数の推移  

 平成１４年  平成１８年  伸び率   

  全国 ２４９，５７４  ２６３，５４０  ５．６％  

  三重県 ３，２３０  ３，３３２  ３．２％  

  北勢 １，１５３  １，２７１  １０．２％  

  中勢伊賀 １，１１４  １，０９３  ▲１．９％  

  （伊賀地区） ２０３  ２１４  ５．４％  

  南勢志摩 ８２８  ８４９  ２．５％  

  （伊勢志摩地区） ４６９  ４４４  ▲５．３％  

  東紀州 １３５  １１９  ▲１１．９％  

         （厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師数調査」「衛生行政報告例」） 

 
 
（３）南勢志摩保健医療圏における病院勤務医数の推移を見ると、常勤換算ベースで、平

成16年の522人から年々減少し続け、平成20年では502.2人と19.8人減少している。 

うち伊勢志摩地区では、平成16年の258.9人から平成20年は240.8人と、18.1人の大

幅な減少となっている。 
また、救急告示病院では、平成16年の426.8人から平成20年の416.9人へと9.9人減少

しており、うち伊勢志摩地区では平成16年の227.7人から平成20年の220.7人へと７人

減少している。 
 
● 病院勤務医数の推移（常勤換算ベース） 

 平成１６年 平成２０年 増減数 増減率 

全病院      （南勢志摩） ５２２．０ ５０２．２ ▲１９．８ ▲３．８％ 

（伊勢志摩地区） ２５８．９ ２４０．８ ▲１８．１ ▲７．０％ 

・救急告示病院 （南勢志摩） ４２６．８ ４１６．９ ▲９．９ ▲２．３％ 

（伊勢志摩地区） ２２７．７ ２２０．７ ▲７．０ ▲３．１％ 

                                           （三重県調べ） 

 
 
（４）南勢志摩保健医療圏を含めた県南地域では、病院勤務医の不足が深刻化する中で、

医療資源も限られており、症例が少ない、指導医が少ないことなどから、研修医の確

保が困難な状況にある。 

このため、研修医にとって魅力的な研修環境づくりを進めるなど、病院勤務医の確

保対策が必要である。 
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【看護職員数について】 
 
（５）県内の看護師数は年々増加しているものの、全国平均を大きく下回り、全国第37位

の水準となっている。 
南勢志摩保健医療圏では県内平均を僅かに上回っているが、隣接する東紀州保健医

療圏では看護師不足が著しく、県南地域における看護師の確保が急務となっている。 

 
● 看護師の状況（人口１０万人対） 

 平成１６年 平成１８年 平成２０年 

 全国   ５９５．４   ６３５．５   ６８７．０ 

 三重県   ５４３．２ （４０）   ５８１．５ （３９）   ６３６．０ （３７） 

 南勢志摩   ５３３．０   ５８４．２   ６４１．５ 

 東紀州   ４５７．８   ４９７．１   ５２８．４ 

     （厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師数調査」「衛生行政報告例」） 

 
 
（６）勤務場所別に見ると、病院に勤務する看護師は2,259人（73.5％）、診療所に勤務

する看護師は324人（10.5％）、介護施設に勤務する看護師は251人（8.1％）、訪問

看護ステーションに勤務する看護師は128人（4.2％）となっている。 

平成16年と比較すると、病院に勤務する看護師の割合が減少し、診療所や介護施設

に勤務する看護師の割合が増加している。 
 
● 看護師の勤務場所の状況 

 平成１６年 平成２０年 

人数 割合 人数 割合 

病   院   ２，００９    ７８．２％   ２，２５９    ７３．５％ 

診 療 所      ２１２     ８．３％      ３２４    １０．５％ 

介護施設      １５５     ６．０％      ２５１     ８．１％ 

訪問看護      １０６     ４．１％      １２８     ４．２％ 

            （三重県調べ「保健師・助産師・看護師従事者届」） 

 
 
（７）平成20年末における本県の助産師の人口10万人あたりの人数は15.9人となっており、

全国平均21.8人を大きく下回って全国最下位となっている。 

助産師の就業場所別内訳は、平成20年では、病院179人、診療所77人、助産所16人、

養成所および学校関係17人で、特に分娩を取り扱う産科医療機関において助産師不足

が顕著な状況となっている。 

このような状況の下で、南勢志摩保健医療圏内では、分娩を取り扱う医療機関が少

ない中で助産師不足が深刻化しており、助産師の確保が喫緊の課題である。 
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● 助産師の状況（人口１０万人対） 

 平成１６年 平成１８年 平成２０年 

 全国    １９．８    ２０．２    ２１．８ 

 三重県    １１．９ （４７）    １３．６ （４７）    １５．９ （４７） 

 南勢志摩    １１．１    １０．５    １２．３ 

 東紀州    １１．５    １３．０    １７．２ 

     （厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師数調査」「衛生行政報告例」） 

 
 

【地域医療提供体制について】 
 
（８）南勢志摩保健医療圏をはじめとする県南地域では、県北地域と比べて医療機関数が

少なく、各医療機関が有する機能も限られている。 

しかしながら、現状では新たな医療機関の設置は見込めない状況であり、地域内の

限られた医療資源を有効活用して医療提供体制を整備・充実していく必要がある。 

こうした中、南勢志摩保健医療圏内の中核病院である山田赤十字病院においては、

救命救急センター、災害拠点病院、地域医療支援病院、へき地医療拠点病院、がん診

療連携拠点病院、地域周産期母子医療センター等の機能を有し、隣接する東紀州保健

医療圏を含む県南地域の重要な医療拠点となっており、その機能をさらに充実・強化

していく必要がある。 

 
（９）南勢志摩保健医療圏のうち紀勢地区では、大台厚生病院（一般病床47床、療養病床

48床）と、報徳病院（一般病床30床）の２病院が開設されているが、医師不足により

救急医療をはじめ地域医療体制の維持が困難な状況となっている。 

このため、両病院の機能分担や再編統合を進めることで、効率的な医療提供体制を

再構築していく必要がある。 
 
（10）志摩地区では、県立志摩病院および志摩市民病院が、隣接する南伊勢町では、町立

南伊勢病院および厚生連南島メディカルセンター（有床診療所・15床）がそれぞれ開

設されている。 

特に、志摩地区においては、県立志摩病院の医師不足により、分娩取扱が休止され

るとともに、小児救急医療、二次救急医療への対応も困難な状況となっており、医師

の確保が急務となっている。 

 

（11）松阪地区では、松阪市民病院、済生会松阪総合病院、厚生連松阪中央総合病院の

３病院による二次輪番制で救急医療に対応しているが、救急搬送で患者の受け入れ

を断られる回数が他地域と比較して多い状況にあり、円滑な受入がなされる救急医

療体制の整備が喫緊の課題となっている。 
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（12）三次救急医療体制については、山田赤十字病院の救命救急センターにより重篤な

患者の受け入れに対応している。 

また、隣接する東紀州保健医療圏域内には救命救急センターが設置されておらず、

和歌山県、奈良県と共同運航しているドクターヘリにより対応しているが、本県の三

次救急医療体制のさらなる充実・強化をはかるため、県内全域をカバーする本県独自

のドクターヘリの導入について、検討を進めていく必要がある。 

 
 

【周産期医療体制について】 
 
 
（13）南勢志摩保健医療圏内の産婦人科・産科医師数が減少する中で、分娩機能は山田赤

十字病院に集約化して対応している。 

しかしながら、地理的条件から志摩地区における分娩機能を確保するため、一時、

県立志摩病院が独自に医師を確保して産婦人科を再開したが、産婦人科医師の退職に

より、現在は分娩の取り扱いを休止している。 

 
 

【地域連携体制について】 
 
（14）本県では、保健医療計画において4疾病および救急医療等5事業にかかる数値目標を

設定するとともに、患者の症状に応じた適切な医療サービスを切れ目なく提供するこ

とをめざしている。 

   こうした中、4疾病の一つである脳卒中は、悪性新生物、心疾患についで三重県内

における死因の第3位を占め、高齢者の寝たきりの主要原因疾患となっており、平成

17年に救急車によって搬送された急病患者の10.2％、4,162人を占めている。 

 
● 主要死因別死亡率（人口１０万対：平成１８年） 

 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 糖尿病 総数 

全国 ２６１．０ １３７．２ １０１．７ １０．８ ８５９．６ 

三重県 ２５７．５ １５２．４ １１０．４ １２．１ ９３６．５ 

                             （厚生労働省「人口動態統計」） 

 
 
（15）平成16年度国民生活基礎調査によると、介護が必要となった方の25.7％は脳卒中な

どの脳血管疾患が原因であり、原因疾患の第1位を占めている。 

また、平成18年10月の療養病床アンケート調査結果から、療養病床の入院患者の主

傷病名をみると、脳出血、脳梗塞などの脳血管疾患が43.8％と最も多くを占めている。 
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（16）脳卒中医療では、急性期から回復期、維持期に至るまで、身体の状況に応じて切

れ目ない医療・福祉サービスが適切に提供される体制整備が重要であり、三重県で

は平成20年に、県内の脳卒中治療を行う病院、福祉施設等が連携して「三重県脳卒

中医療福祉連携懇話会」が設立されたところである。 

   現在、北勢、中勢地域を中心に、計画管理病院7施設、連携病院13施設によるクリ

ティカルパスを活用した医療連携体制を構築しており、今後は県内全域でこうした

医療連携体制が構築されるよう、関係機関のネットワークづくりを支援していく必

要がある。 

 

（17）高齢化の進展とともに今後、患者数の急増が見込まれる認知症について、原因究明

の進展や疾患としての理解が深まりつつあるものの、早期発見や治療提供体制の確保

に向けた具体的な対応が十分にできていない。 

 
 

【在宅歯科医療体制について】 
 
（18）在宅医療連携を推進していく上で、高齢者・障がい者等の在宅歯科医療の充実およ

び地域医療機関での受け入れ体制の整備について、住民からのニーズは極めて高い。 

 

（19）こうした中、三重県における「在宅療養支援歯科診療所」届出医療機関数は、平

成21年6月時点で45か所となっており、全体の約5.2％と僅かである。 

 
● 在宅療養支援歯科診療所の状況（平成２１年）  

 県全体 中勢伊賀保健医療圏 南勢志摩保健医療圏 

歯科診療機関数 ８６６ ２２０ ２３５ 

在宅療養歯科診療機関 ４５ １５ ２２ 

構成比 ５．２％ ６．８％ ９．４％ 

                                   （三重県調べ） 
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４ 課題 
 

 

 三重県では、県内全域で医師の不足が深刻化しており、診療科目別に見ても、内

科、外科、小児科、産婦人科、および麻酔科などの、人口10万人あたりの医師数が

全国順位の下位に位置しており、これらの診療科の医師不足が、県内各地の救急医

療や周産期医療等に深刻な影響を及ぼしている。 

 また、病院を取り巻く経営環境は厳しさを増しており、さらに医師や看護師など

の不足により、一部の医療機関では、特定の診療科を休止したり、診療体制を縮小

するなどの対応が余儀なくされ、地域間の医療機能の格差が拡大する傾向にある。 

 こうした状況の中、地域内の限られた医療資源を有効活用して、医療提供体制の

整備・充実をはかり、医療機能の集約化と機能分担を進めていく必要がある。 

 
 

【医師数について】 
 
（１）県内でも医師数が少ない当該地域では、病院勤務医師数についても、この5年間で

減少しており、地域医療の確保のためには医師の確保が喫緊の課題である。 
 
（２）また、隣接する東紀州保健医療圏においても、内科、外科、小児科、産婦人科など

主要な診療科の医師数が、他圏域に比べて大きく不足している状況であり、両医療圏

を合わせた県南地域における医師の確保対策に取り組むとともに、医師不足地域の医

療機関に対する診療支援体制を構築する必要がある。 
 
（３）医師確保のためには、勤務医の労働環境や研修体制の改善と合わせ、研修医にとっ

て魅力的な環境整備を行うなどの取組が必要である。 
 
（４）さらに、限られた医療資源を効率的に活用するため、地域の診療所との医療連携体

制を構築するなど、医療機関の機能分担を進めていく必要がある。 
 
 

【看護職員数について】 
 
（５）看護師が地元に定着せず、県外を含めた都市部に就職先を求める傾向がここ数年顕

著となっていることから、地元に定着する看護師を安定的に確保する仕組みが必要で

ある。 
 
（６）女性看護師等の能力ややる気を活かすことができるよう、ワークライフバランス

を考慮した多様な働き方を支援する仕組みが必要である。 
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（７）地域において安心・安全な出産ができる体制確保に向けて、助産師の就労促進や

産科医療機関に勤務する助産師の増加促進をはかるとともに、助産師をめざす学生

等を確保する仕組みが必要である。 

  また、平成22年度に県内初の助産師養成所が開校することから、さらなる確保・ 

定着のための対策が必要である。  
 
 

【地域医療提供体制について】 
 
（８）救急医療体制、周産期医療体制の充実など、県南地域における医療の課題や医師不

足問題に対応していくためには、高度な医療機能を有するとともに、医師の派遣など

診療支援が行えるような医療拠点を整備していく必要がある。 
 
（９）紀勢地区の大台厚生病院、報徳病院では、深刻な医師不足を背景に、救急医療への

対応など、地域医療提供体制の維持が困難な状況である。 

限られた医療資源の有効活用をはかり、地域における効率的な医療提供体制を再構

築していくために、両病院の医療機能の再編・統合を進めていく必要がある。 

 
（10）伊勢志摩地区の県立志摩病院では、医師の不足等により救急医療への対応が困難な

状況にあることから、医師の確保を早急に進めるとともに、圏域内の山田赤十字病院

との連携をはかるなど、診療体制の充実・強化に向けた取組が必要である。 
 
 

【周産期医療体制について】 
 
（11）南勢志摩保健医療圏内では、分娩を取り扱う医療機関が限られているため、正常分

娩は産科診療所が中心となって対応し、ハイリスク分娩については、地域周産期母子

医療センターである山田赤十字病院が対応するなど、機能分担を促進していく必要が

ある。 
 
 

【地域連携体制について】 
 
（12）脳卒中医療連携の取組においては、地域連携クリティカルパスのデータ集計方法が

確立されておらず、計画管理病院と連携していない病院における患者の転院情報の収

集が困難となっている。 

このため、ＩＴを活用した利用者負担の少ない地域医療連携のネットワークを構築

し、脳卒中にかかる地域医療連携の展開をはかる必要がある。 
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（13）高齢化の進展とともに今後、患者数の急増が見込まれる認知症について、今後地域

の医療・福祉にかかる関連機関相互の情報共有や連携を進めるとともに、専門医や看

護・介護人材を充実させる必要がある。 

 
 

【在宅歯科医療体制について】 
 
（17）高齢者や障がい者等に対する訪問歯科診療について、多くのニーズはあるものの、

在宅療養支援歯科診療所の届出数は、歯科診療所全体の5％と少ない上に、安全確保

のための訪問歯科診療設備が十分に確保されていない。 

 

（18）介護予防の観点から口腔機能の向上は必要不可欠であり、在宅医療など地域にお

いて歯科医及び歯科衛生士が一体となって対応することが重要である。 

そのためにも、歯科医療従事者に対する在宅歯科診療に対する研修を充実していく

必要がある。 
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５ 目標 
 
 

  地域における限られた医療資源を効果的に活用し、救急医療体制、周産期医療体制

等の確保をはかる。 
具体的には、地域医療再生計画に則って圏域内の医療機関の役割を明確化し、機

能分化と連携を促進するとともに、地域医療を支える医師等医療従事者を安定的に

確保する。 

 
 

【医師数について】 
 
（１）県内の後期研修医数（※）を平成25年度末までに20％増加させることにより、地域医

療を担う病院勤務医の確保をめざす。 
  （※ここでいう後期研修医は、初期臨床研修を終えた3年目から5年目の医師をいう） 

 
 

【看護職員数について】 
 

（２）県内看護師養成施設卒業者の県内就業率を、平成25年度末までに80％以上とすると

ともに、看護職員の研修体制の構築などにより、看護職員の離職率を低下させる。 

 

（３）助産師修学資金の貸付などにより、平成25年度末までに100人の助産師数の増加を

めざす。 

 

 

【地域医療提供体制について】 
 

（４）紀勢地域における医療提供体制の再構築をはかる。 
 
（５）県南地域の拠点病院として、地域の救急医療体制、周産期医療体制等の充実をはか

るため、山田赤十字病院の再整備支援を行う。 
 
 

【周産期医療体制について】 
 

（６）産科オープンシステムの整備をはかる。 
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【地域連携体制について】 
 

（７）県内で統一した脳卒中地域連携クリティカルパスの作成・普及およびネットワー

ク化をはかることで、医療機能の分化・連携を推進し、切れ目ない医療提供体制を

充実する。 

 

（８）認知症にかかる医療・福祉のネットワークを構築することともに、神経内科専門

医・認知症専門医の育成と確保をはかる。 

 

 

【在宅歯科医療体制について】 
 

（９）在宅歯科診療ネットワークの体制整備をはかるとともに、平成25年度までに在宅

療養支援歯科診療所数を20％以上増加させる。 
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６ 目標達成のための具体的な施策 
 

（１）県全体で取り組む事業 
 

【医師、看護職員の確保対策について】 
 

総事業費 ３，９１６，０７９千円 

（国庫補助負担分 ６３６，８２６千円、基金負担分 １，３９０，９００千円、 

県負担分 １，３２５，６３７千円、事業者負担分 ５６２，７１６千円） 

（※再掲を除く基金充当額 ８３５，８９０千円）  
 
（目的） 

本県の医師数は全国平均に比べて著しく少なく、病院勤務医は全国第42位の低位に

ある中で、特に公立病院を中心に勤務医不足が深刻化している。 

こうした状況が、県内各地の救急医療や周産期医療等に深刻な影響を及ぼしている

ことを踏まえ、県内の医師、特に病院の勤務医を増加させることを目的として、医学

生及び研修医の県内定着に対するインセンティブを付与する奨学金の新たな仕組みを

設定するなどの取組を、三重大学やＮＰＯ法人ＭＭＣ卒後研修センター等関係機関と

連携しながら行う。 
また、同様に全国平均を下回っている看護師や人口10万人に対する従事者数が全国

で最も少ない助産師不足に対し、看護学生の県内就業の定着に対するインセンティブ

を確保する奨学金の新たな仕組みを設定するなどの取組を行う。 
 
（各種事業） 

①医師修学資金貸与制度 

・平成２２年度事業開始 

・事業総額 １，７４７，６７９千円 

（基金負担分 ９７８，８７０千円、県負担分 ７６８，８０９千円） 

うち南勢志摩保健医療圏充当分（基金負担分 ４２３，８６０千円） 

 
本県では、新医師確保総合対策に基づき、平成20年度から三重大学医学部の入学

定員が100人から110人に増員され、平成21年度には緊急医師確保対策等により120

人に増員された。さらに平成22年度においても5名を増員して、入学定員は125名と

なる予定である。 

あわせて、定員増により養成された医師の地域定着をはかるため、平成20年度に

「三重県医師修学資金貸与制度」について、義務年限の緩和、へき地義務のない「県

内勤務医コース」の設置、貸与枠の拡大（８名から55名）などの見直しを行ったと

ころである。 
今後は、平成22年度に予定されている5名の定員増に対応するため、貸与枠を55

名から60名に拡大するとともに、医師の地域定着を一層確実なものとしていくため
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に、医師修学資金貸与制度を抜本的に見直し、修学資金の貸与に加え、 
・県内へき地や国内先進地等での医療実習の支援 

・医学生のグループ化に向けた支援 

などの取組を併せて行うことにより、医学生に対する地域医療への動機付けと、モ

チベーションを高める取組を進める。 

 また、この医師修学資金貸与制度による県内勤務医の大幅な増加が見込まれるま

での期間の対策として、あわせて、地域医療を支える医師の育成並びに確保を目的

とした臨床研修医研修資金貸与制度を設ける。 

 
②ポジティブ・スパイラル・プロジェクト事業 

・平成２１年度事業開始 
・事業総額 ６１１，８５８千円 

（国庫補助負担分 ５４，２８２千円、基金負担分 １６，８４５千円、 

県負担分 ２３，８８６千円、事業者負担分 ５１６，８４５千円） 
 

    県内の深刻な医師不足の早期解消に向けて、医師の確保対策を進めるとともに、

地域医療に従事する医師の育成と地域への定着を促進していくことを目的として、

県、市町、三重大学、医療機関が協働して、「ポジティブ・スパイラル・プロジェ

クト」を推進し、持続可能な医療提供体制の実現をめざす。 

具体的には、 

①「バディ・ホスピタル・システム」による、医師不足地域の病院に対する診

療支援 

②地域医療に従事する医師を育成するため、市町村振興協会と連携して取り組

む、三重大学医学部における医師育成体制の充実支援 

③実践的な地域医療研修を実施し、地域医療に従事する医師を養成するための

「地域医療研修センター」の設置・運営 

などの取組を進める。 

 
③研修病院支援事業 

・平成２２年度事業開始 

・事業総額 ６５，６６６千円 

（基金負担分 ５５，２９４千円、事業者負担分 １０，３７２千円） 

 
平成16年の医師臨床研修制度の改正に伴い、マッチング制度が導入され、研修先

の選択が自由になった結果、研修医が高度医療など専門的な医療を行う病院に集中

し、地方の研修医不足が顕在化するようになった。 

こうした状況に対し、県外の研修病院との差別化をはかり、より多くの研修医を

集めるため、ＭＭＣ卒後臨床研修センター等が中心となって、 

・学生に対する研修病院の魅力発信 

・初期臨床研修医に対する研修病院の魅力発信 
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・研修病院が行う魅力ある研修プログラムに対する助成 

 などの取組を進める。 

 
④地域医療医師支援事業 

・平成２２年度事業開始（一部平成２１年度事業実施） 

・事業総額 １５，９８６千円 

（基金負担分 ７，９９１千円、事業者負担分 ７，９９５千円） 
 
   地域医療、特にへき地医療の現場では、医師が学習の機会を得ることが困難であ

り、また、画像診断を含め全て一人の医師が行わなくてはならないなど、医学の進

歩が著しい中、地域医療を支える医師にとっての負担が大きくなっている。 
そこで、地域医療現場における医師に対し、学習面や診断面等での様々な支援を

行うことにより、医師の労働環境を改善するとともに、地域医療レベルの向上を

はかる。 

具体的には、 
・ 遠隔医療システム導入支援 

・ 医師住宅改修支援 

などの取組を進める。 
 

また、交通が不便、過重労働、緊急対応時の負担が大きいなど、へき地における

課題を解消するため、へき地診療所等において交代制勤務等を行うための支援や医

師のへき地勤務を容易にするための交通費の助成を行う。 
 

⑤地域医療研修支援事業 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 ２０，０００千円 

（基金負担分 １０，０００千円、事業者負担分 １０，０００千円） 
 

地域の医療提供体制、特に在宅医療の充実をはかるため、診療所医師の資質向上

のための研修等に対し助成する。 
 

⑥病院勤務医師負担軽減対策事業 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 ５０，００２千円 

（基金負担分 ３２，４９８千円、事業者負担分 １７，５０４千円） 
 

病院勤務医師の負担軽減のため、診療所医師による外来・当直への応援や女性医

師の復職支援・離職防止対策など、病院の創意工夫による取組を提案募集し、選定

のうえ助成する。 
また、若手医師等の確保のため、後期研修医の処遇改善をはかる病院に対して助
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成する。 
 

⑦看護師等修学資金制度 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 ９７，０８０千円（基金負担分 ９７，０８０千円） 

 
地域における医療の確保のためには、医師だけでなく看護師に対しても、地元の

定着を促進するような施策が必要である。そのため、新たに修学資金貸与制度の拡

充等、看護職員の確保対策を実施する。 
具体的には、これまでの「看護師等修学資金」の対象者に、新たに県外の看護系

大学および看護師養成所に在学し、三重県内に就業する意思のある県外の学生を対

象者として加えるよう制度を見直す。 
 

⑧看護師等養成所支援事業 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 ８５９，５６９千円 

（国庫補助負担分 ３４９，８４０千円、基金負担分 ８７，７２３千円、 

県負担分 ４２２，００６千円） 
 

看護師等養成所卒業生の県内就業率を高めるため、養成所に対して運営費を助成

する。支援にあたっては、卒業率、国家試験合格率、県内就業率等において一定の

条件を課すことにより施策効果を高め、県内で就業する看護職員の確保につなげる。 

 
⑨潜在看護職員復帰支援事業 

・平成２２年度事業開始 
・事業総額 ２３，１７２千円 

（国庫補助負担分 ８，５４２千円、基金負担分 １４，６３０千円） 
 

出産や育児等の理由により離職した潜在看護職員の復帰を促進するため、復帰支

援の研修を行うとともに、研修受講中の託児支援などの費用を助成する。 
 

⑩院内保育所整備支援事業 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 ２１０，１４５千円 

（国庫補助負担分 ９２，０９４千円、基金負担分 ７，１１５千円、 

県負担分 １１０，９３６千円） 
 

女性医師、看護師等の離職防止・定着をはかるため、新たに病院内保育所を開設

する二次救急医療機関に対し、整備費用を助成する。 
また、その運営費についても助成するとともに、24時間保育および病児等保育を
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実施する保育所については、加算して助成する。 
 

⑪研修体制構築支援事業 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 １２０，３３０千円 

（国庫補助負担分 ９７，５０８千円、基金負担分 ２２，８２２千円） 
 

看護職員の県内定着を促進するため、新人看護師、助産師研修や教育指導者研修

をモデル的に実施し、研修マニュアルの作成や県内看護職員の交流会や研修会の実

施など、研修体制の強化をはかる。 
 

⑫助産師修学資金制度 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 １７，３００千円（基金負担分 １７，３００千円） 

 
人口10万人あたりの助産師従事者数が全国ワースト１位となっている現状を改

善するため、新たに助産師養成課程に在籍する学生のみを対象とした修学資金制度

を創設し、助産師の県内定着の促進をはかる。 
 

⑬助産師養成所支援事業 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 ７７，２９２千円 

（国庫補助負担分 ３４，５６０千円、基金負担分 ４２，７３２千円） 

 
平成22年度に県内初の助産師養成所が開校するにあたり、運営費補助を行うとと

もに、より質の高い人材養成のため、実習指導にかかる支援を行う。 
 
 
 

【地域連携体制の構築について】 
 

総事業費 １９７，８８５千円 

（国庫補助負担分 ４７，７４４千円、基金負担分 １５０，１４１千円） 

 

（各種事業） 

①脳卒中地域連携ネットワーク構築事業 

・平成２５年度までに構築 

・事業総額 １１７，８８５千円 

（国庫補助負担分 ４７，７４４千円、基金負担分 ７０，１４１千円） 
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     三重県内の医療機関等で共通して使用する地域連携シートを作成し、ＩＴを活用

した利用者負担の少ない地域医療連携のネットワークを構築することにより、脳卒

中にかかる地域医療連携の展開をはかる。 

 

②認知症における医療体制の構築 
    ・平成２２年度事業開始 

     ・事業総額 ８０，０００千円（基金負担分 ８０，０００千円） 

 
     認知症予防の啓発や早期診断・治療と福祉サービスとの連携構築など、認知症

に関する地域連携を促進し、質の高い医療・福祉を実現するため、複数名の神経内

科専門医の派遣を含む寄附講座を三重大学に設置する。 
 
 

【在宅歯科医療体制の充実について】 
 

総事業費 ５５，１３５千円 

（国庫補助負担分 １８，０００千円、基金負担分 １９，１３５千円、 

事業者負担分 １８，０００千円） 
 

（目的） 

  高齢者、障がい者等の在宅医療の充実をはかるため、三重県における在宅歯科診療ネ

ットワークの体制を整備する。 
 

（各種事業） 

①在宅歯科医療研修 
    ・平成２２年度事業開始 
    ・事業総額 １，１３５千円（基金負担分 １，１３５千円） 
 
       歯科医師、歯科衛生士に対して在宅歯科診療の考え方、実践についての知識習

  得のための研修を実施する。 
 

②在宅歯科診療設備整備 
    ・平成２４年度までに整備 
    ・事業総額 ５４，０００千円 

（国庫補助負担分 １８，０００千円、基金負担分 １８，０００千円、 

事業者負担分 １８，０００千円） 
 

安全で質の高い在宅歯科医療の提供のための訪問歯科診療設備の整備に対して

助成する。 
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【救急医療体制および病院前救護体制の充実について】 
 

総事業費 ５９２，６１８千円 

（国庫補助負担分 １６５，４８０千円、基金負担分 ３０２，０５９千円、 

事業者負担分 １２５，０７８千円） 

 

（目的） 

 三重県における救急医療体制のさらなる整備を目的として、救急医療体制および病

院前救護体制の充実をはかる。 
 

（各種事業） 

①救急医療情報センター事業 

・平成２３年度事業開始 

・事業総額 ５８７，６７５千円 

（国庫補助負担分 １６５，４８０千円、基金負担分 ２９７，１１６千円、 

事業者負担分 １２５，０７８千円） 

 
  現在の救急医療情報システムを抜本的に見直し、診療応需情報の入力手法の

簡素化や提供情報検索の効率化など、より利便性、操作性の高いシステムの構

築を行い、救急医療体制の充実をはかる。 
 

②病院前救護体制整備事業 
・平成２２年度事業開始 
・事業総額 ４，９４３千円（基金負担分 ４，９４３千円） 

 
 消防法の一部改正に伴い、協議会を設置して救急搬送ルールの策定を行うと

ともに、医師、看護師、救急救命士など医療従事者に対して資質向上のための

研修会を開催する。 
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（２）二次医療圏で取り組む事業 
 

【地域医療提供体制の充実について】 
 

総事業費 ２７，４００，７１０千円 

（国庫補助負担分 １，７８０，２１５千円、基金負担分 １，６０３，１２０千円、 

県負担分 １，５９１，０３９千円、事業者負担分 ２２，４２６，３３６千円） 
（※再掲を除く基金充当額 １，２０６，７６３千円） 
 

（目的） 
圏内の医療にかかる様々な課題に対応していくため、地域内の限られた医療資源を

有効活用して医療提供体制を整備・充実していく。 
 
（各種事業） 

①大台厚生病院と報徳病院の再編整備事業 

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。 

・事業総額 ４，８４９，５２０千円 

（国庫補助負担分 １１２，７２３千円、基金負担分 ６２４，８２０千円、 

事業者負担分 ４，１１１，９７７千円） 

 
 紀勢地区の大台厚生病院と報徳病院を再編し、救急医療体制の整備、および

リハビリテーションを含めた診療提供体制の充実などをはかるとともに、診療

所医師との連携を進めるなど、医療提供体制の確保、充実をはかる取組に対し

支援する。 
 

②県南地域広域医療連携支援事業（山田赤十字病院整備事業） 
・事業期間は平成２２年度から平成２３年度まで。 
・事業総額 ２１，１９４，３００千円 

国庫補助負担分 １，３０３，６３５千円 

地域医療再生基金負担分 ５８１，９４３千円 

県負担分 １，２９２，７４４千円 

事業者負担分 １８，０１５，９７８千円 
  

南勢志摩保健医療圏を含めた県南地域における医療提供体制を確保するため、

県南地域の医療拠点である山田赤十字病院の新築移転整備を支援する。 

具体的には、山田赤十字病院による以下の医療機能の整備・充実を支援する。 
 

・救命救急センター機能の充実（ICU、CCUの整備等） 

・地域小児救急医療センター機能の充実（小児救急医療拠点の整備） 

 ・周産期医療体制の充実（NICU、GCUの整備等） 
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  ・がん対策の充実（緩和ケア病床の整備等） 

  ・災害医療体制の充実（災害拠点病院機能の強化） 

・地域医療支援病院機能の充実 

  ・感染症指定医療機関としての機能向上（第１種感染症病床の整備等） 

・臨床研修病院の機能充実 

 
③救命救急センター運営支援事業（基金充当なし） 

・平成２１年度継続事業 
・事業総額 ８９４，８８０千円 

（国庫補助負担分 ２９８，２９０千円、県負担分 ２９８，２９５千円、 

事業者負担分 ２９８，２９５千円） 
 
        現在、南勢志摩保健医療圏内において、山田赤十字病院に設置している救命

救急センターの運営を支援し、圏内の三次救急医療体制の充実をはかる。 
 
④救急医療提供体制充実支援事業【再掲】 
  ・平成２１年度事業開始 

・事業総額 ２５７千円 

（基金負担分 １７１千円、事業者負担分 ８６千円） 
 

二次救急医療の充実をはかるため、地域の診療所医師が夜間・休日の診療支

援を行う際の経費を助成する。 

 
  ⑤三重県独自のドクターヘリ導入【再掲】 
    ・平成２３年度事業開始 

・事業総額 ４６１，７５３千円 

（国庫補助負担分 ６５，５６７千円、基金負担分 ３９６，１８６千円） 
 

救命率の向上など、三次救急医療体制の整備・充実をはかるため、県内全域

をカバーする三重県独自のドクターヘリについて、平成23年度中の運航開始を

めざし、運航費用、フライトドクター・ナースの研修費用等の助成を行う。 
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【周産期医療体制の充実について】 
 

・平成２２年度事業開始 
・総事業費 ９００，２６０千円 

（国庫補助負担分 ３０８，２６２千円、基金負担分 ２４，１１５千円、 

県負担分 ３０３，６９０千円、事業者負担分 ２６４，１９３千円） 
    （※再掲を除く基金充当額 １，５９０千円） 

 
（目的） 

 南勢志摩保健医療圏内において母体や胎児の疾病等の早期発見・早期治療体制を強

化し、産科医師の負担を軽減することを目的として、周産期母子医療センターの機能

強化を行うとともに、診療所との機能分担・連携強化をはかる。 
 
（事業内容） 

①母胎診断センター設置支援【再掲】 

・平成２２年度事業開始 

・事業総額 ４４，６２０千円 

（国庫補助負担分 ４，５７２千円、基金負担分 ２２，５２５千円、 

事業者負担分 １７，５２３千円） 

 

母体や胎児の疾病等の早期発見・早期治療を行うため、周産期母子医療セン

ター内に新たに設置する「母胎診断センター」の医療機器整備に対して助成す

る。 

 

②産科オープンシステム構築事業 
   ・平成２５年度事業開始 

・事業総額 １，５９０千円（基金負担分 １，５９０千円） 
 

周産期母子医療センターと診療所医師の負担軽減をはかるため、病院と診療

所等とのネットワークの構築をはかり、産科オープンシステムを導入する。 
 

③産科医等確保支援事業【再掲】（基金充当なし） 

      ・平成２２年度事業開始 

 ・事業総額 ７４０，０００千円 

（国庫補助負担分 ２４６，６６５千円、県負担分 ２４６，６６５千円、 

事業者負担分 ２４６，６７０千円） 

 
          産科医等の処遇を改善し、その確保をはかるため、分娩手当等を支給する

分娩取扱機関に対し助成する。 
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④産科医療機関確保事業補助金【再掲】（基金充当なし） 
      ・平成２２年度事業開始 

 ・事業総額 １１４，０５０千円 

（国庫補助負担分 ５７，０２５千円、県負担分 ５７，０２５千円） 

 
産科機能の集約化が困難な地域において、分娩可能な産科医療機関を確保す

る観点から、当該医療機関に対する経営安定化のための支援を行う。 
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７ 地域医療再生計画終了後に実施する事業 
 

  地域医療再生計画が終了し、地域医療再生基金が無くなった後においても、５に 
掲げる目標を達成した状態を将来にわたって安定的に維持するために必要があると 
見込まれる事業については、平成26年度以降も、引き続き実施していくこととする。 

 
（再生計画が終了する平成26年度以降も継続して実施する必要があると見込まれる事業） 
 

 ① 医師修学資金制度 
・単年度事業予定額 ６２４，５６９千円 

② 地域医療学生支援事業 
・単年度事業予定額 ３，０００千円 

③ 研修病院魅力発信事業 
  ・単年度事業予定額 ３，０００千円 
④ 地域医療医師支援事業 
  ・単年度事業予定額 ２，８８０千円 
⑤ へき地診療所等医師確保支援事業 

 ・単年度事業予定額 １，３１３千円 

⑥ 病院勤務医師負担軽減対策事業 
  ・単年度事業予定額 ２，０００千円 
⑦  看護師等修学資金制度 
  ・単年度事業予定額 ７５，０００千円 
⑧ 看護師等養成所支援事業          

・単年度事業予定額 ２２２，８９６千円  
⑨ 院内保育所施設整備事業（運営費補助分のみ） 

・単年度事業予定額 ６１，９６７千円 
⑩ 研修体制構築支援事業 
 ・単年度事業予定額 ２６，００８千円  
⑪ 助産師修学資金制度                     

・単年度事業予定額 ６，０００千円 
⑫ 助産師養成所支援事業      

・単年度事業予定額 １２，５３８千円 
⑬ 救急医療情報センター事業          

・単年度事業予定額 １６５，０００千円 
⑭ 病院前救護体制整備事業 

・単年度事業予定額 ３，０００千円 
⑮ 山田赤十字病院救命救急センター運営支援事業 
  ・単年度事業予定額 １７８，９７６千円 
⑯ ポジティブ・スパイラル・プロジェクト事業 

 ・単年度事業予定額 １２３，９５６千円 
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⑰ ドクターヘリ導入事業【再掲】 
・単年度事業予定額 ２０９，８３１千円 
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